






















































相) が議会によって選任され, 議会によって解任される (議会からの信
任に依存する) のが, 議院内閣制である (表１左上)｡ イギリスを発祥
国とし, 日本などが典型例である｡ 反対に, 執政長官 (大統領) が国民
からの投票によって選出され, 原則として任期中は解任できない (固定
任期をもつ) のが, アメリカなどにみられる大統領制である (表１右下)｡
首相公選制 (表１左下) や自律内閣制 (表１右上) は例外的な執政制度
である｡
議院内閣制における執政長官が ｢首相｣ であり, 大統領制における執
政長官が ｢大統領｣ であるが, そのように呼称される役職が同時に存在
する国もある｡ その場合には, それらの位置付けによって議院内閣制と
大統領制のいずれかに分類できる場合もある｡ ドイツやイタリアのよう
















される｡ 韓国のように, ｢首相｣ が大臣・長官のような大統領の下の１
スタッフにすぎない場合には, 大統領制に分類される｡






中華民国憲法の上では ｢五権分立｣ である｡ 立法・行政・司法という西
洋式の三権に加え, 公務員の登用を行う ｢考試院｣ と, 公務員の弾劾お









る｡ つまり, 行政院院長がその職に留まることができるか否かは, 立法








選ぶため, 総統・副総統, 行政院院長, および, 立法院の多数派の党派















ては, 大統領制と同じく, 立法と行政の間での ｢分割政府｣ 状態が生じ
る恐れがある｡ このような状態に陥ってしまえば, 総統・副総統・行政




このような ｢分割政府｣ 状態に陥った場合に, 他国の制度との比較の














票に残れなかった候補者 (Ａ) の所属する派閥が, 決選投票では別の候





























２以上の多数 (特別多数) でもって再可決すれば, その拒否権をオーバー





このように, 台湾は, ｢分割政府｣ に陥った場合には政党間の対立が
深刻化しやすいという制度的特徴をもつ｡ しかしながら, 近年の制度改






が高い｡ アメリカにおいても, 中間選挙 (大統領選挙は行われず, 連邦
レベルでは連邦議会議員の選挙のみが行われる) の際には, 大統領の所
属する政党がしばしば敗北するが, 大統領選と同時に行われる連邦議会




際の選挙では ｢統一政府｣ であったものが, ２年後の中間選挙において




















までの順位に入れたのであれば, 当選できる｡ 上述したように, 日本で
は自民党の総裁選挙などで絶対多数制が採用されているが, 国政選挙・
地方選挙ともに多数代表制の場合には (すなわち, 衆議院議員総選挙の
小選挙区制, 参議院議員通常選挙の選挙区制, および, 地方自治体の知
事・市町村長と議会議員の選挙では) 相対多数制を採用している｡
台湾の政治システム (京)()
他方, 比例代表制は, 投じられた票を政党単位で集計し, 各党の得票
率に比例して議席を配分する方式である｡ この方式はさらに, 各政党に
配分された議席について, 候補者名簿に記載された候補者のうち誰を当
選させるのかという点に関して, クローズド・リスト (拘束名簿式) と















は上位１名のみが当選する仕組みであるし, 参院選でも ｢選挙区制｣ の
うちいわゆる ｢１人区｣ は, 各県を選挙区とする小選挙区制である｡ 定
数が複数のものを大選挙区制という｡ 年までの衆院選で採用されて











選挙区制｣, １つだけの選挙区で当選者全員を選ぶ制度を (狭義の) ｢大選


































は, 過半数の得票がなくても当選することができる｡ 実際, 年の陳






































テムの類型がある (デュヴェルジェ ；サルトーリ ＝)｡
代表的な類型としては, アメリカやイギリスのように２つの政党が政権









2008 71.7 23.9 4.4
2012 56.6 35.4 8.0
















































































し, 比例代表制は多党制をもたらす (デュヴェルジェ 
)｡ また,

















のが, 図２である｡ 直近３回の選挙結果でみれば, 日本の衆院全体の有
効政党数は(

























































































































出典：Fell (2011：81, 2016：92) のデータに基づいて筆者作成





















































領制とは異なり, 大統領 (総統) と首相 (行政院院長) が同時に存在し,
行政権を分有している｡ こうした制度の下では, 総統選挙と立法委員選
挙の結果次第では総統・行政院院長と立法院の多数派の政党とが一致せ
ず, ｢分割政府｣ の状況に陥ってしまうおそれがある｡ これは, 日本に
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